
                               

 

 

阪南市岬町地域自立支援協議会共同設置要綱  

（設置）  

第１条  阪南市及び岬町は、地域の障害福祉に関するシステム

づくりに関し、中核的な役割を果たす定期的な協議を共同し

て行うため、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第８９条の３に規定する協議会として、阪南市岬町

地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。  

（所掌事項）  

第２条  協議会は、次に掲げる事項を所掌する。  

⑴   福祉サービス利用に係る相談支援事業の中立・公平性を

確保するための運営評価等に関すること  

⑵  地域における障害者等への支援体制に関する調整及び

運営評価等に関すること  

⑶  困難事例への対応のあり方に関する協議及び調整 に関す

ること  

⑷  地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議

に関すること  

⑸  地域課題の把握、地域診断、社会資源の開発及び改善に

関すること  

⑹  その他必要と認められる事項  

（組織）  

第３条  協議会は、本部会議、専門会議、座長会議及び個別支

援会議で構成する。  

（協議会の会長）  

第４条  協議会を総括するため、協議会に会長を置くものとす

る。なお会長の選出については、次条に定める本部会議の座

長をもって充てるものとし、会長に事故あるときは、次条第



                               

 

 

２項による本部会議の職務を代理する委員が会長の職務を代

行する。  

 

（本部会議 )  

第５条  本部会議は、第２条の事項を所掌するため、概ね１０

人以内の委員をもって組織し、次に掲げる者のうちから、阪

南市長及び岬町長が協議によって定める者に参加を依頼す

る。  

⑴   法第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相

談支援事業者の長  

⑵  法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事

業者の長  

⑶  障害者関係団体の長  

⑷  就労支援機関の代表  

⑸  当事者の代表  

⑹  関係行政機関の代表  

２  本部会議は、委員の互選により座長を定める。座長は、会

務を総理する。なお、座長に事故のあるときは、座長があら

かじめ指名する者が職務を代行する。  

 （専門会議）  

第６条  本部会議は、特別な事例に対応するため、別途、専門

会議を設置することができる。  

２  前項の会議は、委員の互選により座長を定め る。座長は 、

会務を総理する。なお、座長に事故のあるときは、座長があ

らかじめ指名する者が職務を代行する。ただし、会議の運営

に関し、特別な事情がある場合は、この限りではない 。  

 （座長会議）  



                               

 

 

第７条  専門会議の座長は、本部会議への報告等を必要とする

事項について調整する座長会議を開催する。なお、座長会議

には、協議会の会長も原則参加する。  

 

 （個別支援会議）  

第８条  個別支援会議は、利用者に関わるサービス提供者や支

援関係者が必要時に集まり、多職種協働により支援目標、個

別支援計画の調整等を行う。  

２  専門会議は、個別支援会議に対し、協議内容の報告を求め

ることができる。  

（任期 ) 

第９条  委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。  

２  委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。  

（会議の開催等）  

第１０条  本部会議は、概ね年２回、専門会議、座長会議及び

個別支援会議は、随時開催する。  

２  前項の会議には、必要に応じて委員以外の者の出席を求め

ることができる。  

３  本部会議及び専門会議の招集等は、それぞれの座長が行な

い、座長が会議の議長となる。  

４  本部会議及び専門会議は、委員の半数以上の出席がなけれ

ば、会議を開くことができない。  

５  本部会議及び専門会議の議事は、出席委員の過半数をもっ

て決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

 （守秘義務）  



                               

 

 

第１１条  この協議会に参画した者は、会議等を通じて知り得

た秘密について、他に漏らしてはならない。その職を退いた

後も同様とする。  

（事務局）  

第１２条  協議会の事務局は、阪南市長及び岬町長が協議のう

え定める。  

（補則）  

第１３条  この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し

必要な事項は、阪南市長及び岬町長が協議して定める。  

 

附  則  

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要綱は、平成２２年１０月２７日から施行する。  

附  則  

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

 附  則  

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

   附  則  

この要綱は、令和４年４月２２日から施行する。  

 

 

 


